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１ 道路交通法（牽引）関係法令における関連箇所（抜粋）１．道路交通法（牽引）関係法令における関連箇所（抜粋）

道路交通法（昭和三十五年六月二十五日法律第百五号）道路交通法（昭和 十 年六月 十 法律第百 号）

（章・節） 第三章 車両及び路面電車の交通方法（章・節） 第三章 車両及び路面電車の交通方法
第十一節 乗車 積載及び牽引第十 節 乗車、積載及び牽引

自動車 第 十九条 自動車 運転者は 牽引するため 構造及び装置を有する自動車 よ 牽自動車の
牽引制限

第五十九条 自動車の運転者は、牽引するための構造及び装置を有する自動車によつて牽
引されるための構造及び装置を有する車両を牽引する場合を除き 他の車両を牽引して牽引制限 引されるための構造及び装置を有する車両を牽引する場合を除き、他の車両を牽引して
はならない ただし 故障その他の理由により自動車を牽引することがやむを得ない場はならない。ただし、故障その他の理由により自動車を牽引することがやむを得ない場
合において 政令で定めるところにより当該自動車を牽引するときは この限りでない合において、政令で定めるところにより当該自動車を牽引するときは、この限りでない。

２ 自動車の運転者は 他の車両を牽引する場合においては 大型自動二輪車 普通自動２ 自動車の運転者は、他の車両を牽引する場合においては、大型自動二輪車、普通自動
二輪車又は小型特殊自動車によつて牽引するときは一台を超える車両を その他の自動二輪車又は小型特殊自動車によつて牽引するときは 台を超える車両を、その他の自動
車によつて牽引するときは二台を超える車両を牽引してはならず また 牽引する自動車によつて牽引するときは二台を超える車両を牽引してはならず、また、牽引する自動
車の前端から牽引される車両の後端（牽引される車両が二台のときは二台目の車両の後車の前端から牽引される車両の後端（牽引される車両が二台のときは二台目の車両の後
端）までの長さが二十五メートルを超えることとなるときは、牽引をしてはならない。端）までの長さが二十五メ トルを超えることとなるときは、牽引をしてはならない。
ただし、公安委員会が当該自動車について、道路を指定し、又は時間を限つて牽引の許ただし、公安委員会が当該自動車に て、道路を指定し、又は時間を限 て牽引の許
可をしたときは、この限りでない。

３ 前項ただし書の規定による許可をしたときは、公安委員会は、許可証を交付しなけれ
ばならない。

４ 前項の規定により許可証の交付を受けた自動車の運転者は、当該許可に係る牽引中、
ば当該許可証を携帯していなければならない。

第 項 許 証 様式そ 他第 項ただ 書 許 手続 必要な事項は 内５ 第三項の許可証の様式その他第二項ただし書の許可の手続について必要な事項は、内
閣府令で定める閣府令で定める。

自動車以外の 第六十条 公安委員会は、道路における危険を防止し、その他交通の安全を図るため必要
車両の牽引制 があると認めるときは、自動車以外の車両によつてする牽引の制限について定めること
限 ができる。
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１ 道路交通法（牽引）関係法令における関連箇所（抜粋）１．道路交通法（牽引）関係法令における関連箇所（抜粋）

道路交通法（昭和三十五年六月二十五日法律第百五号）道路交通法（昭和 十 年六月 十 法律第百 号）

（章・節） 第四章の二 高速自動車国道等における自動車の交通方法等の特例（章・節） 第四章の二 高速自動車国道等における自動車の交通方法等の特例
第二節 自動車の交通方法第二節 自動車の交通方法

重被牽引車を 第七十 条 牽引するため 構造及び装置を有する大型自動車 中型自動車 普重被牽引車を
牽引する牽引

第七十五条の八の二 牽引するための構造及び装置を有する大型自動車、中型自動車、普
通自動車又は大型特殊自動車（以下「牽引自動車 という ）で重被牽引車を牽引して牽引する牽引

自動車の通行
通自動車又は大型特殊自動車（以下「牽引自動車」という。）で重被牽引車を牽引して
いるものが車両通行帯の設けられた自動車専用道路（次項に規定するものに限る ）又自動車の通行

区分
いるものが車両通行帯の設けられた自動車専用道路（次項に規定するものに限る。）又
は高速自動車国道の本線車道を通行する場合における当該牽引自動車の通行の区分につ区分 は高速自動車国道の本線車道を通行する場合における当該牽引自動車の通行の区分につ
いては 第二十条の規定は 適用しない この場合においては 次項から第四項までのいては、第二十条の規定は、適用しない。この場合においては、次項から第四項までの
規定に定めるところによる規定に定めるところによる。

２ 前項の牽引自動車は 車両通行帯の設けられた自動車専用道路（道路標識等により指２ 前項の牽引自動車は、車両通行帯の設けられた自動車専用道路（道路標識等により指
定された区間に限る。）の本線車道においては、当該本線車道の左側端から数えて一番定された区間に限る。）の本線車道においては、当該本線車道の左側端から数えて 番
目の車両通行帯を通行しなければならない。目の車両通行帯を通行しなければならない。

３ 第一項の牽引自動車は、車両通行帯の設けられた高速自動車国道の本線車道において第 項の牽引自動車は、車両通行帯の設けられた高速自動車国道の本線車道にお て
は、当該本線車道の左側端から数えて一番目の車両通行帯（道路標識等により通行の区
分が指定されているときは、当該通行の区分に係る車両通行帯）を通行しなければなら
ない。

４ 第一項の牽引自動車は、第二十三条若しくは第七十五条の四の規定による自動車の最
低速度に達しない速度で進行している自動車を追い越すとき、第二十六条の二第三項の
規定 よりそ 通行 る車両通行帯をそ まま通行するとき 第 十条第 項 規規定によりその通行している車両通行帯をそのまま通行するとき、第四十条第二項の規
定により 時進路を譲るとき 又は道路の状況その他の事情によりやむを得ないときは定により一時進路を譲るとき、又は道路の状況その他の事情によりやむを得ないときは、
前二項の規定によらないことができる この場合において 追越しをするときは その前二項の規定によらないことができる。この場合において、追越しをするときは、その
通行している車両通行帯の直近の右側の車両通行帯を通行しなければならない通行している車両通行帯の直近の右側の車両通行帯を通行しなければならない。

２２



１ 道路交通法（牽引）関係法令における関連箇所（抜粋）１．道路交通法（牽引）関係法令における関連箇所（抜粋）

道路交通法（昭和三十五年六月二十五日法律第百五号）道路交通法（昭和 十 年六月 十 法律第百 号）

（章・節） 第六章 自動車及び原動機付自転車の運転免許（章・節） 第六章 自動車及び原動機付自転車の運転免許
第一節 通則第 節 通則

第 種免許 第 十 条 次 表 上欄 掲げる自動車等を運転 ようとする者は 当該自動車等 種第一種免許 第八十五条 次の表の上欄に掲げる自動車等を運転しようとする者は、当該自動車等の種
類に応じ それぞれ同表の下欄に掲げる第 種免許を受けなければならない類に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる第一種免許を受けなければならない。

表 （略）表 （略）
２ （略）２ （略）
３ 牽引自動車によつて重被牽引車を牽引して当該牽引自動車を運転しようとする者は 当該牽３ 牽引自動車によつて重被牽引車を牽引して当該牽引自動車を運転しようとする者は、当該牽

引自動車に係る免許（仮免許を除く ）のほか 牽引免許を受けなければならない引自動車に係る免許（仮免許を除く。）のほか、牽引免許を受けなければならない。

４～１１ （略）４ １１ （略）

第二種免許 第八十六条 次の表の上欄に掲げる自動車で旅客自動車であるものを旅客自動車運送事業
に係る旅客を運送する目的で運転しようとする者は、当該自動車の種類に応じ、それぞ
れ同表の下欄に掲げる第二種免許を受けなければならない。

２ （略）
牽 自 車 旅客 車 旅客自 車 送事 旅客 送 牽３ 牽引自動車によつて旅客用車両を旅客自動車運送事業に係る旅客を運送する目的で牽

引し 当該牽引自動車を運転しようとする者は 当該牽引自動車に係る免許（仮免許を引して当該牽引自動車を運転しようとする者は、当該牽引自動車に係る免許（仮免許を
除く ）のほか 牽引第二種免許を受けなければならない除く。）のほか、牽引第二種免許を受けなければならない。

４ 牽引第二種免許を受けた者で 大型免許 中型免許 普通免許 大型特殊免許 大型４ 牽引第二種免許を受けた者で、大型免許、中型免許、普通免許、大型特殊免許、大型
第二種免許 中型第二種免許 普通第二種免許又は大型特殊第二種免許を現に受けてい第二種免許、中型第二種免許、普通第二種免許又は大型特殊第二種免許を現に受けてい
るものは これらの免許によつて運転することができる牽引自動車によつて旅客用車両るものは、これらの免許によつて運転することができる牽引自動車によつて旅客用車両
を旅客自動車運送事業に係る旅客を運送する目的で牽引して当該牽引自動車を運転するを旅客自動車運送事業に係る旅客を運送する目的で牽引して当該牽引自動車を運転する
ことができるほか これらの免許によつて運転することができる牽引自動車によつて重ことができるほか、これらの免許によつて運転することができる牽引自動車によつて重
被牽引車を牽引して当該牽引自動車を運転することができる。被牽引車を牽引して当該牽引自動車を運転することができる。

５、６ （略）５、６ （略）
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１ 道路交通法（牽引）関係法令における関連箇所（抜粋）１．道路交通法（牽引）関係法令における関連箇所（抜粋）

道路交通法施行令（昭和三十五年十月十一日政令第二百七十号）

（章・節） 第四章の二 高速自動車国道等における自動車の交通方法等の特例（章・節） 第四章の二 高速自動車国道等における自動車の交通方法等の特例

最高速度 第二十七条 最高速度のうち、自動車が高速自動車国道の本線車道（次条に規定する本線
車道を除く 次項 お じ ）を通行する場合 最高速度は 次 各号 掲げる自車道を除く。次項において同じ。）を通行する場合の最高速度は、次の各号に掲げる自
動車の区分に従い それぞれ当該各号に定めるとおりとする動車の区分に従い、それぞれ当該各号に定めるとおりとする。
次に掲げる自動車 百キロメ トル毎時一 次に掲げる自動車 百キロメートル毎時

イ 大型自動車（三輪のもの並びに牽引するための構造及び装置を有し かつ 牽引さイ 大型自動車（三輪のもの並びに牽引するための構造及び装置を有し、かつ、牽引さ
れるための構造及び装置を有する車両を牽引するものを除く ）のうち専ら人を運搬れるための構造及び装置を有する車両を牽引するものを除く。）のうち専ら人を運搬
する構造のものする構造のもの

ロ 中型自動車（三輪のもの並びに牽引するための構造及び装置を有し かつ 牽引さロ 中型自動車（三輪のもの並びに牽引するための構造及び装置を有し、かつ、牽引さ
れるための構造及び装置を有する車両を牽引するものを除く。）のうち、専ら人を運れるための構造及び装置を有する車両を牽引するものを除く。）のうち、専ら人を運
搬する構造のもの又は車両総重量が八千キログラム未満、最大積載重量が五千キログ搬する構造のもの又は車両総重量が八千キログラム未満、最大積載重量が五千キログ
ラム未満及び乗車定員が十人以下のものラ 未満及び乗車定員が十人以下のもの

ハ 普通自動車（三輪のもの並びに牽引するための構造及び装置を有し、かつ、牽引さ装
れるための構造及び装置を有する車両を牽引するものを除く。）

ニ 大型自動二輪車
ホ 普通自動二輪車

げ二 前号イからホまでに掲げる自動車以外の自動車 八十キロメートル毎時
（略）２ （略）
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１ 道路交通法（牽引）関係法令における関連箇所（抜粋）１．道路交通法（牽引）関係法令における関連箇所（抜粋）

道路交通法施行規則（昭和三十五年十二月三日総理府令第六十号）道路交通法施行規則（昭和 十 年十 月 総 府令第六十号）

（章・節） 第二章 積載の制限外許可等（章・節） 第二章 積載の制限外許可等

げ牽引の用具の
構造及び装置

第八条の四 令第二十五条第一号 の内閣府令で定める基準は、次の各号に掲げるとおりと
する構造及び装置 する。
堅ろうで運行に十分耐えるものであること一 堅ろうで運行に十分耐えるものであること。

二 牽引する自動車及び牽引される自動車に確実に結合するものであること二 牽引する自動車及び牽引される自動車に確実に結合するものであること。
三 走行中 振動 衝撃等により牽引する自動車又は牽引される自動車と分離しないよう三 走行中、振動、衝撃等により牽引する自動車又は牽引される自動車と分離しないよう
な適当な安全装置を備えるものであることな適当な安全装置を備えるものであること。

牽引の許可証
様式等

第八条の五 自動車の運転者は、法第五十九条第二項ただし書の規定による許可を受けよ
うとするときは 申請書 通を 安委員会 提出 なければならなの様式等 うとするときは、申請書二通を公安委員会に提出しなければならない。

２ 前項の申請書及び法第五十九条第三項 の許可証の様式は 別記様式第五のとおりとす２ 前項の申請書及び法第五十九条第三項 の許可証の様式は、別記様式第五のとおりとす
るる。
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１ 道路交通法（牽引）関係法令における関連箇所（抜粋）１．道路交通法（牽引）関係法令における関連箇所（抜粋）

道路交通法施行規則（昭和三十五年十二月三日総理府令第六十号）道路交通法施行規則（昭和 十 年十 月 日総理府令第六十号）

（章 節） 第五章 運転免許及び運転免許試験（章・節） 第五章 運転免許及び運転免許試験

技能試験 第二十四条 自動車の運転に必要な技能についての免許試験（以下「技能試験」とい
う 次 表 欄 掲げ 免許 種類 応 れぞれ 表 欄 掲げう。）は、次の表の上欄に掲げる免許の種類に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる項目
に 行うものとするについて行うものとする。

２ ５ （略）２～５ （略）
６ 技能試験において使用する自動車は 次の表の上欄に掲げる免許の種類に応じ それ６ 技能試験において使用する自動車は、次の表の上欄に掲げる免許の種類に応じ、それ

ぞれ同表の下欄に掲げる種類の自動車とする ただし 自動車の安全な運転に必要な認ぞれ同表の下欄に掲げる種類の自動車とする。ただし、自動車の安全な運転に必要な認
知又は操作のいずれかに係る能力を欠くこととなる四肢又は体幹の障害（令第三十八条知又は操作のいずれかに係る能力を欠くこととなる四肢又は体幹の障害（令第三十八条
の二第四項第一号 又は第二号 に掲げる身体の障害を除く ）がある者で法第九十一条の二第四項第 号 又は第二号 に掲げる身体の障害を除く。）がある者で法第九十 条
の規定による条件を付すことにより自動車の安全な運転に支障を及ぼすおそれがないとの規定による条件を付すことにより自動車の安全な運転に支障を及ぼすおそれがないと
認められるものについて技能試験を行う場合又は特別の必要がある場合は、次の表に掲認められるものについて技能試験を行う場合又は特別の必要がある場合は、次の表に掲
げる自動車以外の自動車とすることができる。げる自動車以外の自動車とすることができる。

牽引免許及び牽引第二種免許（抜粋）牽引免許及び牽引第二種免許（抜粋）

免許の種類 自動車の種類免許の種類 自動車の種類

牽 免許 牽 され 構造 び装 を有す 車 「被牽 車牽引免許及
び牽引第

牽引されるための構造及び装置を有する車両（以下「被牽引車」とい
う ）を牽引するための構造及び装置を有し か 専ら牽引のためび牽引第二

種免許
う。）を牽引するための構造及び装置を有し、かつ、専ら牽引のため
に使用される中型自動車で被牽引車（最大積載量五 〇〇〇キログラ種免許 に使用される中型自動車で被牽引車（最大積載量五、〇〇〇キログラ
ム以上のものに限る ）を牽引しているもの（キャンピングトレ ラム以上のものに限る。）を牽引しているもの（キャンピングトレーラ
その他の車両総重量二 〇〇〇キログラム未満の被牽引車で セミトその他の車両総重量二、〇〇〇キログラム未満の被牽引車で、セミト
レーラ（前車軸を有しない被牽引車であつて その一部が牽引自動車レーラ（前車軸を有しない被牽引車であつて、その一部が牽引自動車
に載せられ かつ 当該被牽引車及びその積載物の重量の相当部分がに載せられ、かつ、当該被牽引車及びその積載物の重量の相当部分が
牽引自動車によつて支えられる構造のものをいう ）に該当しないも牽引自動車によつて支えられる構造のものをいう。）に該当しないも
の（以下「キャンピングトレーラ等」という。）に係る牽引免許又はの（以下 キャンピングトレ ラ等」という。）に係る牽引免許又は
牽引第二種免許を受けようとする者については、キャンピングトレー

６

牽引第 種免許を受けようとする者に いては、キャンピングトレ
ラ等）

６
ラ等）



２ 高速路線バスの運行頻度２．高速路線バスの運行頻度頻

・ 既存の高速路線バスの運行頻度は 東名高速道路 東京IC⇒名古屋IC間の日中・ 既存の高速路線バスの運行頻度は、東名高速道路、東京IC⇒名古屋IC間の日中
（９時 ２１時）で約１２分に１本程度（合計５８本） 夜間（２１時 翌日（９時～２１時）で約１２分に１本程度（合計５８本）、夜間（２１時～翌日
時） 約 分に 本程度（合計 本）とな る９時）で約２０分に１本程度（合計３４本）となっている。

東名高速道路を走行する高速路線バスの運行数（出発時間帯 ９：００～２１：００）
滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県東京都 神奈川県 静岡県 愛知県 岐阜県

運 茨 豊 西大 米 栗
瀬
田

京
都

大
山

豊 岡 豊 名
古

一
岐
阜富 清 静 吉 磐 浜東

横
浜 厚

大
井

御
殿

沼
津運行区間 行

数
木
IC

中
IC

宮
IC

垣
IC

原
JCT

東
IC

東
西

都
南
IC

山
崎
IC

川
IC

崎
IC

田
IC

古
屋
IC

宮
IC

羽
島

士
IC

水
IC

岡
IC

田
IC

田
IC

松
IC

京
IC

町
田

木
IC

松
田

殿
場
IC

津
IC数

東京～御殿場 29

IC IC ICIC IC
IC IC ICIC IC IC IC IC

IC
IC IC IC IC IC ICIC

IC
IC

IC IC IC

東京～沼津 16
東京～富士 6東京 富士 6
東京～清水 12
東京 静岡 10東京～静岡 10
東京～浜松 3
東京 豊東京～豊田 1
東京～名古屋 53東京 名古屋 53
東京～京都南 5
横浜町田～御殿場 2横浜町田～御殿場 2
横浜町田～清水 4
横浜町田 磐田 2横浜町田～磐田 2
横浜町田～名古屋 1
静岡～吉田 41
浜松～京都南 1浜松 京都南 1
名古屋～瀬田東西 3
名古屋～京都南 22名古屋～京都南 22
岐阜羽島～京都南 1

計 212 13 91 63 61 61 61 60 31 31 32 32 32 32 29 0 0 0 0 0計 212 135 144 144 144 113 97 91 75 106 65 63 61 61 61 60 31 31 32 32 32 32 29 0 0 0 0 0

※１ 運行区間は、高速路線バスの出発地と到着地の最寄ＩＣを想定した。
※２ 出発時間帯は、出発地から最寄ＩＣまでの移動時間を織り込んだ。
※３ 東名および名神高速道路を運行区間の起終点とする路線バスを対象とした※３ 東名および名神高速道路を運行区間の起終点とする路線バスを対象とした。

７出典：交通新聞社 「高速バス時刻表 2012年夏・秋号（2012）」より作成 ７



２ 高速路線バスの運行頻度２．高速路線バスの運行頻度頻
東名高速道路を走行する高速路線バスの運行数（出発時間帯 ２１ ００ 翌９ ００）東名高速道路を走行する高速路線バスの運行数（出発時間帯 ２１：００～翌９：００）

運 茨 豊 西大 栗
瀬 京 大豊 岡 豊 名 岐

富 清 静 吉 磐 浜

滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県

東
横

厚
大 御 沼

東京都 神奈川県 静岡県 愛知県 岐阜県

運行区間
運
行

茨
木

豊
中

西
宮

大
垣

米
原

栗
東

瀬
田
東

京
都
南

大
山
崎

豊
川

岡
崎

豊
田

名
古
屋

一
宮

岐
阜
羽

富
士

清
水

静
岡

吉
田

磐
田

浜
松

東
京

横
浜
町

厚
木

大
井
松

御
殿
場

沼
津運行区間 行

数
木
IC

中
IC

宮
IC

垣
IC

原
JCT

東
IC

東
西
IC

南
IC

崎
IC

川
IC

崎
IC

田
IC

屋
IC

宮
IC

羽
島
IC

士
IC

水
IC

岡
IC

田
IC

田
IC

松
IC

京
IC

町
田
IC

木
IC

松
田
IC

場
IC

津
IC

東京～御殿場 11
東京～沼津 1東京 沼津 1
東京～富士 1
東京 清水 3東京～清水 3
東京～静岡 3
東京 松東京～浜松 3
東京～豊川 1東京 豊川 1
東京～岡崎 3
東京～豊田 1東京～豊田 1
東京～名古屋 19
東京 米原 1東京～米原 1
東京～瀬田東西 1
東京～京都南 9
東京～茨木 3東京 茨木 3
東京～西宮 1
横浜町田～御殿場 1横浜町田～御殿場 1
横浜町田～岡崎 4
横浜町田 名古屋横浜町田～名古屋 1
横浜町田～瀬田東西 2
横浜町田～京都南 1
横浜町田～大山崎 2横浜町田 大山崎 2
厚木～岡崎 1
厚木～京都南 1厚木～京都南 1
大井松田～茨木 1

津 京都南沼津～京都南 1
静岡～吉田 16静岡 吉 16
静岡～瀬田東西 1
静岡～京都南 2静岡～京都南 2
浜松～京都南 1
豊川 京都南 1豊川～京都南 1
名古屋～瀬田東西 1
名古屋～京都南 8
岐阜羽島～京都南 1岐阜羽島 京都南 1
大垣～栗東 1

計 108 61 72 74 75 63 63 62 59 75 59 59 57 57 49 48 37 37 38 39 38 37 32 7 5 1 1 0計 108 61 72 74 75 63 63 62 59 75 59 59 57 57 49 48 37 37 38 39 38 37 32 7 5 1 1 0

※１ 運行区間は 高速路線バスの出発地と到着地の最寄ＩＣを想定した

８

※１ 運行区間は、高速路線バスの出発地と到着地の最寄ＩＣを想定した。
※２ 出発時間帯は、出発地から最寄ＩＣまでの移動時間を織り込んだ。

８
※ 出発時間帯は、出発地から最寄 までの移動時間を織り込んだ。
※３ 東名および名神高速道路を運行区間の起終点とする路線バスを対象とした。 出典：交通新聞社 「高速バス時刻表 2012年夏・秋号（2012）」より作成



３ 自家用車を利用した年間旅行回数３．自家用車を利用した年間旅行回数

・ 最長交通機関として自家用車を利用した年間旅行者数は 延べ約３億人と推計さ・ 最長交通機関として自家用車を利用した年間旅行者数は、延べ約３億人と推計さ
れており 国民１人当たりの自家用車を利用した年間旅行回数に換算すると 約れており、国民１人当たりの自家用車を利用した年間旅行回数に換算すると、約

回 ある２．４回である。

最長交通機関注１）別の年間延べ旅行注２）者数 最長交通機関注１）別の国民１人当たりの年間旅行注２）回数

0 0 0 5 1 0 1 5 2 0 2 5 3 00 0 50 0 100 0 150 0 200 0 250 0 300 0 350 0

最長交通機関 別の年間延べ旅行 者数

（百万人）

最長交通機関 別の国民１人当たりの年間旅行 回数

（回/人） 0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 0.0 50.0 100.0 150.0 200.0 250.0 300.0 350.0（百万人） （回/人）

0.4 0.0 飛行機44.9 3.7飛行機

0.5 0.2 新幹線59.9 31.9新幹線

0.2 0.4 鉄道（新幹線を除く）31.4 54.0鉄道（新幹線を除く）

1.1 1.3 自家用車137.6 169.9自家用車 307.5 2.4

0.2 0.3 貸切バス25.2 39.9貸切バス

0 19 1 0.1 
0.1 高速バス・路線バス9.1

7.2高速バス・路線バス

0 111 5 0.1 
0.1 その他11.5

8.6その他

宿泊旅行 旅行宿泊旅行 旅行 宿泊旅行 日帰り旅行宿泊旅行 日帰り旅行

注１）最長交通機関：旅行において利用した交通機関のうち、最も長い距離を移動したものをいう。
注２）旅行：片道の移動距離が80km以上または宿泊を伴うか所要時間（移動時間と滞在時間の合計）が８時間以上のものをいう。

ただし 交通機関の乗務 通勤や通学 転居のための片道移動 出稼ぎ １年を超える滞在を除く

９

ただし、交通機関の乗務、通勤や通学、転居のための片道移動、出稼ぎ、１年を超える滞在を除く。

９出典:国土交通省観光庁「旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究（2012）」、平成２２年国勢調査より作成



隊列走行による燃費改善率 が追４．隊列走行による燃費改善率（事例１：大型車に乗用車が追随）隊列走行 燃費改善率 事 追

・ SARTRE（Safe Road Trains for the Environment）プロジェクトは 2009年か・ SARTRE（Safe Road Trains for the Environment）プロジェクトは、2009年か
ら2012年まで 欧州第7次フレ ムワ クプログラムの 環として実施されら2012年まで、欧州第7次フレームワークプログラムの一環として実施され、一
般道 幹線 隊 走 実 を 指般道（幹線）における隊列走行の実現を目指している。

・ SARTREでは、高速道路上でトラック２台と乗用車３台の隊列走行のデモンストでは、高速道路上でトラック 台と乗用車３台の隊列走行のデ ンスト
レーションを実施しており ４台目 ５台目の乗用車では車間距離約８ｍで約レ ションを実施しており、４台目、５台目の乗用車では車間距離約８ｍで約
１５％の燃費改善効果が確認されている１５％の燃費改善効果が確認されている。

先頭車：トラック先頭車：トラック
２台目：トラック２台目：トラック
３台目：乗用車
４台目：乗用車
台目 乗用車

燃
費 ５台目：乗用車費
のの
改
善善
率率
[%]

車間距離[ ]車間距離[ｍ]

SARTREプロジェクトにおける隊列走行の 車間距離に応じた隊列走行の燃費の改善率ジ クトにおける隊列走行の
デモンストレーションの状況

車間距離に応じた隊列走行の燃費の改善率
（先頭車両～２台目：トラック、３～５台目：乗用車）

１０出典: Ricardo UK Ltd “SARTRE Demonstration System（2012）”より作成 １０



隊列走行による燃費改善率 が追４．隊列走行による燃費改善率（事例２：乗用車に乗用車が追随）隊列走行 燃費改善率 事 追

・ PATH（California Partners for Advanced Transportation TecHnology）は・ PATH（California Partners for Advanced Transportation TecHnology）は、
高速道路上の乗用車による隊列走行の実験等を実施している高速道路上の乗用車による隊列走行の実験等を実施している。

年 バ を デ 実験を 年・ PATHでは、1995年にミニバンをモデルとした風洞実験を行っており、1997年に
はその結果を利用して隊列走行の燃費消費の削減率の試算を行っている。はその結果を利用して隊列走行の燃費消費の削減率の試算を行っている。

・ その結果 ミニバン３台が１台分（約５ｍ）の車間を取り速度８８ｋｍ／ｈでその結果、ミニバン３台が１台分（約５ｍ）の車間を取り速度８８ｋｍ／ｈで
隊列走行すると 約１０％の燃費改善効果があると試算されている隊列走行すると、約１０％の燃費改善効果があると試算されている。

●：ミニバン２台●：ミニバン２台
■：ミニバン３台■：ミニバン３台
▲：ミニバン４台▲：ミ バン４台
▼：ミニバン複数台▼ ミ ン複数台

燃料消費の
削減率削減率[%]

車間距離[台]

ンボイ構成台数と車間距離に応じた燃料消費の削減率

車間距離[台]

コンボイ構成台数と車間距離に応じた燃料消費の削減率

１１１１出典:カルフォルニアPATH（1997）より作成



隊列走行による燃費改善率 隊４．隊列走行による燃費改善率（事例３：大型車両の隊列走行）隊列走行 燃費改善率 事 走

・ エネルギーITSは 既存の高速道路でも走行可能な 安全で信頼性の高い隊列走・ エネルギーITSは、既存の高速道路でも走行可能な、安全で信頼性の高い隊列走
行の実現に向け 自動運転等の研究開発を実施している行の実現に向け、自動運転等の研究開発を実施している。
ネ ギ ク（空積） 台が れぞれ 車 を 速度・ エネルギーITSでは、トラック（空積）３台がそれぞれ１０ｍの車間を取り速度

８０ｋｍ／ｈで隊列走行すると、約１４％の燃費改善効果があるという実験結／ で隊列走行すると、約 の燃費改善効果があると う実験結
果が得られている。果が得られている。

新東名森 磐田実験線（約８ｋ ）での実燃費 定積時３台隊列走行省エネ効果シミ新東名森－磐田実験線（約８ｋｍ）での実燃費
評価における単独走行比燃費改善率

定積時３台隊列走行省エネ効果シミュ
レ シ ン（８０ｋ ／ｈ定積時）評価における単独走行比燃費改善率 レーション（８０ｋｍ／ｈ定積時）

先頭車 中間車 最後尾車 隊列平均先頭車 中間車 最後尾車 隊列平均

ズ
抵

単独走行（クルーズ
ント ル）

１．０ １．０ １．０
抵
抗

コントロール）
１．０ １．０ １．０ 抗

改
善

率
隊列走行 ＋７．５％ ＋１８％ ＋１６％ ＋１４％

率
[%][%]

評価条件評価条件
• 速度：８０ｋｍ／ｈ速度 ／
• 車間距離：１０ｍ
• 全走行距離：８．０×３．０ （ｋｍ）

道路縦断勾配最大 ２％
車間距離[ｍ]• 道路縦断勾配最大－２％

• 積載状態：空積

車間距離[ｍ]

• 積載状態：空積

注 速度 / 定速走行 あ 加減速状態を含 な注１）速度80km/hの一定速走行であり加減速状態を含んでいない。
注２）単独走行と隊列走行での燃費計測日時は異なる 隊列走行時は向風状態

１２

注２）単独走行と隊列走行での燃費計測日時は異なる。隊列走行時は向風状態。

１２出典：一般財団法人日本自動車研究所『エネルギーＩＴＳ推進事業「自動運転・隊列走行プロジェクト」の進捗状況報告（2011）』より作成



５ 隊列走行による燃料費削減効果の試算５．隊列走行による燃料費削減効果の試算

・ ①大型車に乗用車が追随した場合 約１５％の燃費改善効果を仮定すると 年・ ①大型車に乗用車が追随した場合、約１５％の燃費改善効果を仮定すると、年
間１台当たり２千k の走行で約４千円の燃料費削減効果と試算される間１台当たり２千kmの走行で約４千円の燃料費削減効果と試算される。
② 車 車が追随 合 約 費改善効 を仮定す 年・ ②乗用車に乗用車が追随した場合、約１０％の燃費改善効果を仮定すると、年
間１台当たり２千kmの走行で約３千円の燃料費削減効果と試算される。間 台当たり 千 の走行で約３千円の燃料費削減効果と試算される。

・ ③大型車両が隊列走行した場合 約１４％の燃費改善効果を仮定すると 年間③大型車両が隊列走行した場合、約１４％の燃費改善効果を仮定すると、年間
１台当たり１０万kmの走行で約３５万円の燃料費削減効果と試算される１台当たり１０万kmの走行で約３５万円の燃料費削減効果と試算される。

事例１ 「大型車に乗用車が追随 の場合の燃料費削減効果（試算）事例１：「大型車に乗用車が追随」の場合の燃料費削減効果（試算）

燃費値 燃料費単価（レギュラーガソリン） 燃料費削減額（年間）走行距離（年間） 燃費改善率

10（km/ℓ） 146.7（円/ℓ） 4.4（千円/台）×2（千km） ÷ ＝15（％）×（ ） （ ） （千 台）（千 ） （ ）

事例２：「乗用車に乗用車が追随」の場合の燃料費削減効果（試算）

燃費値 燃料費単価（レギュラーガソリン） 燃料費削減額（年間）走行距離（年間） 燃費改善率燃費値 燃料費単価（レギュラ ガソリン）

10（km/ℓ） 146 7（円/ℓ） 2 9（千円/台）

燃料費削減額（年間）

×
走行距離（年間）

2（千km） ÷ ＝
燃費改善率

10（％）×10（km/ℓ） 146.7（円/ℓ） 2.9（千円/台）×2（千km） ÷ 10（％）×

事例３：「大型車両の隊列走行」の場合の燃料費削減効果（試算）

燃費値 燃料費単価（軽油） 燃料費削減額（年間）走行距離（年間） 燃費改善率燃費値 燃料費単価（軽油）

5（km/ℓ） 126 4（円/ℓ） 353 9（千円/台）

燃料費削減額（年間）

×
走行距離（年間）

100（千km） ÷ ＝
燃費改善率

14（％）×5（km/ℓ） 126.4（円/ℓ） 353.9（千円/台）×100（千km） ÷ ＝14（％）×

注１）走行距離（年間）
乗用車の年間１台当たりの走行距離は 移動距離片道500k の中長距離旅行を年間２回すると想定し 2千k とした・乗用車の年間１台当たりの走行距離は、移動距離片道500kmの中長距離旅行を年間２回すると想定し、2千kmとした。

・大型車両の年間１台当たりの走行距離は、移動距離片道500kmの中長距離輸送を年間100回すると想定し、100千kmとした。大型車両の年間１台当たりの走行距離は、移動距離片道500kmの中長距離輸送を年間100回すると想定し、100千kmとした。
注２）燃費値

燃料消費値は 走行環境や車種 より大きく異なるため 乗用車が10k /ℓ 大型車両が k /ℓと想定した・燃料消費値は、走行環境や車種により大きく異なるため、乗用車が10km/ℓ、大型車両が５km/ℓと想定した。
注３）燃料費単価

１3

注３）燃料費単価
・燃料費単価は、経済産業省資源エネルギー庁公表の石油製品価格調査の結果（2012年11月5日時点）より146.7円/ℓ（レギュラー

１3ガソリン価格）、126.4円/ℓ（軽油価格）とした。


